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発揮することを攻撃側が意図すれば都市部が主要な目標となることも想定され、ま

た、ライフラインのインフラ施設などが目標となることもあり得るとされている。  

イ 想定される主な被害 

通常弾頭の場合には、家屋、施設等の破壊、火災等が考えられるとされている。 

ウ 被害の範囲、期間 

攻撃を行う側の意図が達成されるまで、繰り返し行われることも考えられるとさ

れている。 

エ 事態の予測・察知 

弾道ミサイル攻撃の場合に比べその兆候を察知することは比較的容易であるが、

対応の時間が少なく、また攻撃目標を特定することが困難であるとされている。 

オ 避難、救援、災害対処に係る留意点  

攻撃目標を早期に判定することは困難であることから、攻撃の目標地を限定せず

に屋内への避難等の措置を広範囲に実施する必要がある。生活関連等施設に対する

攻撃のおそれがある場合には、施設の安全確保、武力攻撃災害の発生、拡大の防止

等を実施する必要がある。  

 

 
  第２節 緊急対処事態 

 

１ 事態想定 

 緊急対処事態とは、武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷する行為が

発生した事態又は発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態で、国

家として緊急に対処することが必要なものをいう。国民保護基本指針においては、緊急

対処事態として、次に掲げる４事態例が示されている。 

 なお、緊急対処事態においては、武力攻撃事態のゲリラや特殊部隊による攻撃等にお

ける対処と類似の事態が想定されるとされている。  

＜攻撃対象施設等による分類＞ 

ⅰ 危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻撃が行われる事態 

ⅱ 多数の人が集合する施設、大量輸送機関等に対する攻撃が行われる事態  

＜攻撃手段による分類＞  

ⅲ 多数の人を殺傷する特性を有する物質等による攻撃が行われる事態  

ⅳ 破壊の手段として交通機関を用いた攻撃等が行われる事態  
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２ 各事態例と主な被害 

 (1) 危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻撃が行われる事態 

ア 原子力事業所等の破壊  

ⅰ 大量の放射性物質等が放出され、周辺住民が被ばくする。  

ⅱ 汚染された飲食物を摂取した住民が被ばくする。  

イ 石油コンビナート・可燃性ガス貯蔵施設等の爆破 

爆発及び火災の発生により住民に被害が発生するとともに、建物、ライフライン

等が被災し、社会経済活動に支障が生ずる。 

ウ 危険物積載船への攻撃 

危険物の拡散による沿岸住民への被害が発生するとともに、港湾及び航路の閉塞、

海洋資源の汚染等社会経済活動に支障が生ずる。 

エ ダムの破壊 

下流に及ぼす被害は多大なものとなる。  

 (2) 多数の人が集合する施設、大量輸送機関等に対する攻撃が行われる事態 

ア 大規模集客施設、ターミナル駅、列車等の爆破 

爆破による人的被害が発生し、施設が崩壊した場合には人的被害は多大なものと

なる。  

 (3) 多数の人を殺傷する特性を有する物質等による攻撃が行われる事態 

ア ダーティボム（爆薬と放射性物質を組み合わせた爆弾）等の爆発による放射能の

拡散 

ⅰ ダーティボムの爆発による被害は、爆弾の破片及び飛び散った物体による

被害並びに熱及び炎による被害等である。 

ⅱ ダーティボムの放射線によって正常な細胞機能が攪乱されると、後年、ガ

ンを発症することもある。 

ⅲ 小型核爆弾の特徴については、核兵器の特徴と同様である。（第１編第５

章第３節参照） 

イ 炭疽菌等生物剤の航空機等による大量散布、水源地に対する毒素等の混入 

ⅰ 生物剤の特徴については、生物兵器の特徴と同様である。（第１編第５章第

３節参照）  

ⅱ 毒素の特徴については、化学兵器の特徴と類似している。（第１編第５章第

３節参照） 

ウ 市街地等におけるサリン等化学剤の大量散布 

化学剤の特徴については、化学兵器の特徴と同様である。（第１編第５章第３節

参照） 
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 (4) 破壊の手段として交通機関を用いた攻撃等が行われる事態 

航空機等による多数の死傷者を伴う自爆テロ・弾道ミサイル等の飛来 

ⅰ 主な被害は施設の破壊に伴う人的被害であり、施設の規模によって被害の大

きさが変わる。 

ⅱ 攻撃目標の施設が破壊された場合、周辺への被害も予想される。 

ⅲ 爆発、火災等の発生により住民に被害が発生するとともに、建物、ライフラ

イン等が被災し、社会経済活動に支障が生ずる。 

 

 

  第３節 ＮＢＣ兵器による攻撃 

 

 武力攻撃事態においても、緊急対処事態においても、ＮＢＣ〔Nuclear(核)・Biological(生

物)・Chemical(化学)〕兵器等を用いて攻撃された場合、特殊な対応が必要となることから、

国民保護基本指針において示されている以下の想定される被害と留意点を踏まえ、国民保

護措置等を実施する。なお、実施にあたっては、国民保護措置等に従事する者に、防護服

を着用させるなど、安全を確保するための措置を講じるものとする。 

  

１ 核兵器等を用いた攻撃 

 (1) 想定される被害 

ア 核兵器を用いた攻撃（以下「核攻撃」という。）による被害は、当初は①核爆発

に伴う熱線、爆風及び初期核放射線の発生によって、その後は、②放射性降下物（爆

発時に生じた放射能をもった灰）や③中性子誘導放射能（初期核放射線を吸収した

建築物や土壌から発する放射線）による残留放射線によって生ずる。  

イ ①（熱線、爆風など）及び③（中性子誘導放射能）は、爆心地周辺において、物

質の燃焼、建造物の破壊、放射能汚染などの被害をもたらす。②（放射性降下物）

は、爆心地付近から降下し始め、逐次風下方向に拡散、降下して、広範囲に、外部

被ばく（放射性降下物の皮膚付着による被ばく）や内部被ばく（放射性降下物の吸

飲や汚染された水・食料の摂取による被ばく）による、放射線障害などの被害をも

たらす。  

 (2) 避難、救援、災害対処に係る留意点 

ア 核爆発に伴う熱線、爆風等による直接の被害を受ける地域については、攻撃当初

の段階は、爆心地周辺から直ちに離れ、地下施設等に避難し、一定時間経過後、放

射線の影響を受けない安全な地域に避難させる必要がある。 

イ 核爆発に伴う熱線、爆風等による直接の被害は受けないものの、放射性降下物か


